
Ⅰ 目標に向けた取組の進捗に関する評価

ⅰ）＋ⅱ）の平均値　 　　（3.9＋3.6）／2＝3.8 3.8

ⅰ）取組の進捗

目標値に対する実績に基づく進捗度（当年度実績）
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ⅱ）取組の方向性に対する評価

専門家による評価の平均値 3.6

Ⅱ 支援措置の活用と地域独自の取組の状況に関する評価

ⅰ）、ⅱ）、ⅲ）の平均値 　　（2.6＋4.2＋4.6）／3＝3.8 3.8

地域及び住民のソーシャルキャピタル（コミュニティ活性化）　《定性的評価》 -

日常の主移動手段 104% 5

-

地域住民のヘルスリテラシー 76% 3

5

地域住民の生活習慣病リスクと転倒リスク 77% 4

介護認定率の増加率の抑制 120% 5

一人あたり医療費の増加率の抑制　《定性的評価》 - -

※１）１つの評価指標に複数の数値目標がある場合は、各数値目標の評価を寄与度に応じて加重平均する。
　（例）評価指標１について、a、b、cという３つの数値目標があり、各数値目標の評点・寄与度がa：5・20%、b：4・10%、
　　　　c：3・70%の場合、5×0.2＋4×0.1＋3×0.7＝3.5で、四捨五入して評価指標１の評価は「４」となる。

※２）評価指標２は複数の数値目標があり、※１のとおり各数値目標の評価を寄与度に応じて加重平均しているため、
　　　進捗度と評点が整合しない。

ⅰ） 規制の特例措置を活用した事業等の評価

■国との協議の結果、現時点で実施可能なことが明らかになった措置による事業
（事項名）
・ライジングボラード（自動昇降式車止）による車両通行制限実施
（概要）
・現行法で設置が可能との見解を受け、新潟市、岐阜市において本格運用を実施。

総合特別区域の進捗に係る事後評価［ライフ・イノベーション分野］

健幸長寿社会を創造するスマートウエルネスシティ総合特区
［指定：平成23年12月、認定：平成24年3月］

正
：
平
成
2
7
年
３
月
末
ま
で
に
計
画
が
認
定
さ
れ
た
地
区
／
準
：
平
成
2
7
年
３
月
末
時
点
で
は
計
画
が
認
定
さ
れ
て
い
な
い
地
区

評価指標 進捗度 評点

評価指標毎の進捗の評価の平均値 （5×3＋4×1＋3×2＋2×1＋1×0）／7＝3.9

 モデル地区の中心市街地商店街の一日あたりの平均歩行者通行量の増加 53% 2

地域住民における1日の歩行数 69% 3

総合評価（生活習慣病や寝たきりリスク等の医学的指標、「歩く」を基盤とし
た近隣環境の整備状況、身体活動量、ソーシャルキャピタル、ヘルスリテラ
シー）指標としての「健幸度」の開発
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専門家による評価の平均値 2.6

専門家による評価の平均値 4.2

専門家による評価の平均値 4.6

Ⅲ 取組全体にわたる事業の進捗と政策課題の解決に関する評価

（専門家所見（主なもの）） 4.0

専門家による評価（専門家の総合的な所見）の平均値 4.0

Ⅰ、Ⅱ及びⅢを１：１：２の比率で計算 (3.8＋3.8＋4.0×2)／4＝3.9

（注）評価に係る評点及び表記の考え方については以下のとおり。
・評価は５～１（評点）で行う。
・進捗度は、100%以上を５、80%以上100%未満を４、60%以上80%未満を３、40%以上60%未満を２、40%未
満を１とする。
・進捗度以外の評価項目における評点は、５：著しく優れている、４：十分に優れている、３：適当であ
る、２：適当であると認めるには不十分である、１：適当であると認められないとする。

ⅱ） 財政・税制・金融支援の活用実績の評価

ⅲ） 地域独自の取組の状況の評価

・概ね順調に推移していることがうかがわれるが、各自治体の成功事例の共有化の迅速化を図り、一層の評価向上を
期待する。

・歩くことを促すことでスマートウェルネスシティを目指すという方向性に対し、データ整備が行われているところは十分に
評価できる。今後は豊富なデータを基に精緻な分析が必要となる。

・それぞれの取組の多様性やその波及性のような指標、あるいは対象都市以外を含んだ都市群と比較できる評価指標
による判断が必要である。

総合評価

3.9

（事項名）
・連節バス（BRT）の導入と拡大に向けた手続きの簡素化
（概要）
・現行法で可能との見解を受け、岐阜市において具体化に向け関係機関と協議を行い、それに基づき公共交通会議を開催
し、導入に向けた情報を関係機関が共有し、審査が円滑に行われ、実質の審査期間の短縮が図られた。平成26年３月に
BRT導入。

（事項名）
・地方公共団体の健康づくり政策策定と評価のために被用者保険のレセプトや健診データを利用するための情報を匿名化
するルールの規定
（概要）
・現行法で可能との見解を受け、7自治体で自治体共用型健康クラウドを開発し、平成26年4月より各市で本格的に運用を
開始している。




